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小島嶼国が気候変動の防止を常に強く訴えかけてきたのには、同地域が気候変動の影響に最も脆弱であることと大きく関係している。一口に小島嶼国といっても多様だが、共通するのはこれ以上気候変動が進めば自分たちの生存が脅かされるという危機感である。気候変動はグローバルな問題であるが、その影響がどのよ に現れるのかは地域によって異なり、それにもない気候 対応への姿勢も異なる。ここでは、気候変動の影響が最も深刻に現れる小島嶼国 ひとつであ ツバルの立場から、パリ協定後の気候変動対応 つい考えていきたい。●緩和　
京都議定書に代わり、二〇二〇
年以降の気候変動対応への枠組みを示したパリ協定は、世界共通の



















アメリカ、議長国のフランスおよびＥＵ、ロシア、産油国、中国やインドをはじめとする新興国、その他の発展途上国のそれぞれ 国益や思惑が複雑に交差する政治的な駆け引きを抜きに 考えら ないのは事実であるが、正義や公平性といった理念から全くかけ離れた議論が展開されて たわけではない。しばしば指摘されるよう 、気候変動の被害を真っ先に受けるのはその原因をつく 先進国ではなく、ツバル ようにほとんど温室効果ガスを排出していない国々である。また、これ以上気候変動が進めば被害を免れる国はいという認識も共有され始めたこともパリ協定の背景にあるだろう。　
パリ協定では先進国と発展途上
国の双方を含む全一九六の国と地域に温室効果ガスの排出を削減する義務がある 定めて る。具体的なやり方としては各国が自ら数値目標を設定した約束草案（ＩＮ
ＤＣ）を提示し、五年ごとにそれを改善していくという方式が採用されており、数値目標は各国の自主性に任されている。国連気候変動枠組条約事務局によれば、二〇一五年一〇月一日現在 各国の約束草案を合わせると、今後一〇〇年で気温を二・七度の上昇にまで抑制することが可能であると試算する。しかし、それは一・五度はおろか、二度未満の気温上昇 おさめるという目標を達成することはできないということでもある。目標を達成するためには、今世紀後半に 温室効果ガスの排出量を実質ゼロにする必要があるのだが、まだその見通しは立っていない。●適応　
残念ながら、現在の各国の数値








ルのＮＡＰＡでは、海岸、農業、水、保健、漁業、自然災害などの重点項目について基本的な枠組みが定められている。ただし、ツバル政府が持つ資金や人的資源などは少なく、有効な対策を実施することには限界があるため、それを補うべ 日本をはじめとする海外の援助機関や研究機関、ＮＧＯなど よる支援が実施されてきた。これまで行われたものには、有孔虫の養殖による国土の生態工学的維持、護岸工事、マングローブの植林、サンドポンプよる海浜の養成など あり、いずれもが一定の効果をあげてきた。　
他方、近年では、国家によ
る近代的な適応策のみならず
























結ぶネットワ クはツバルを越えて、その外部へも広 った。なかでも西洋の先進国とのつながりは、自然災害の被害を劇的に軽減させた。一九七二年にツバル フナフティ環礁を巨大なサイクロン・ベベが襲い、多くの家屋が倒壊し、ココヤシがなぎ倒され、タロイモが塩害を受け 嵐が去った後、人びとは協力して復旧作業を行ったが、そのなかでも真っ先に行たことのひ つに滑走路の復旧あった。それにより、ニュージーランド政府による援助物資を受けとることができ、被害 軽減につながった（参考文献④） 。
　
このような外部世界とのつなが





応としての移民である。ツバルをはじめとす 太平洋 小島嶼部の人々はこれまでも主に経済的 要因に基づいて他島や他国へ移動してきた。人々が移動 ることは、生業や世帯収入の多様化につなり、気候の影響を緩和させる方向に働くので、移民は気候変動への適応であると主張されてきた（参考文献⑤） 。また 海面上昇に対する抜本的な解決策が見当たらない、あるいはコストがかかることを考えるならば、人々が他国へと移住することが最も有効な適応だとする意見もあ 。しかし、適応としての移民が 小島嶼国への支援ではなく、切り捨てにつながるのだとしたらそれは問題であろう。太平洋の小島嶼国は、適応としての移民が故郷の島に住み続ける権利を否定するものであるとして反発してきた（参考文献⑥） 。　
確かに、ツバルの人びとが実践
してきた適応策は気候変動という現代的な問題においても一定 効
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